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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

中間連結会計期間
第62期

中間連結会計期間
第61期

会計期間

自2025年
３月21日
至2025年
９月20日

自2026年
３月21日
至2026年
９月20日

自2025年
３月21日
至2026年
３月20日

売上高 （百万円） 22,946 24,861 45,673

経常利益 （百万円） 3,252 3,925 6,899

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 2,195 2,646 4,696

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,231 2,939 5,394

純資産額 （百万円） 53,949 57,615 56,262

総資産額 （百万円） 67,034 70,976 68,697

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 135.95 163.63 290.73

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.3 80.0 80.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,326 2,447 7,081

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,879 △1,605 △4,148

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,548 △1,450 △2,697

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 19,372 19,102 19,710

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式付与ＥＳＯ

Ｐ信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績に関する分析

当中間連結会計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか緩やかな回復傾向で推移いたし

ました。しかしながら、中東情勢の緊迫化による原油・エネルギー価格の高騰や為替相場の変動等に起因する物価

上昇が長期化している等、先行きは不透明な状況で推移しております。

当社グループの事業関連である建築業界では、改正建築基準法の施行に伴う駆け込み着工からの反動で昨年４月

より新設住宅着工戸数が大きく減少しておりましたが、今年度はやや持ち直しに転じております。一方で、非住宅

建築物の着工状況につきましては、前年同期に比べ着工床面積が減少傾向にある等、厳しい状況で推移しておりま

す。

このような状況のもと、当社グループは継続的な新製品の市場投入に加え、活発な営業活動を展開してまいりま

した。当中間連結会計期間におきましては、中東情勢の影響により第１四半期に電材及び管材の一部製品において

前倒しで調達する動きや供給制約を背景とした代替需要が発生したこと、電材及び管材、配線器具の一部製品につ

いて価格改定が浸透したこと等により、売上高は前年同期に比べ増収となり、中間期の売上高としては過去最高額

を更新いたしました。利益につきましては、原材料単価の上昇や外注加工費の増加等があったものの増収効果等に

より、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益ともに前年同期に比べ増益となり、各利益ともに

過去最高額を更新いたしました。

セグメントの業績は次の通りであります。

（売上高）

当社グループの連結売上高は、主要セグメントにおいて増加したことにより、24,861百万円と前年同期に比べ

1,914百万円(8.3％)の増収となり、中間期の売上高としては過去最高額を更新いたしました。

電材及び管材につきましては、建築工事現場において技能労働者の不足が叫ばれるなか、作業の省力化を目指し

た製品づくりとともに、さまざまな現場に適した多種多様な製品展開を進めることにより、業界の支持を得ており

ます。電材では、施工性に優れた合成樹脂製可とう電線管「ミラフレキＳＳ」等が堅調に推移したことに加え、耐

候性に優れた合成樹脂製可とう電線管「ミラフレキＭＦ」や硬質ビニル電線管「Ｊ管」等が増加したこと、一部製

品の価格改定が浸透したこと等により、売上高が19,033百万円と前年同期に比べ1,474百万円(8.4％)の増収となり

ました。

配線器具につきましては、電材ルートへの活発な営業活動により、デザインを一新した「Ｊ・ワイドスリムスク

エア」等の配線器具が堅調に推移したことや一部製品の価格改定が浸透したこと等により、売上高が4,325百万円

と前年同期に比べ449百万円(11.6％)の増収となりました。

その他につきましては、インターネットサービス等を提供する「電気通信」等が増加となったものの「省力化機

械及び樹脂成形用金型」等が減少した結果、売上高が1,501百万円と前年同期に比べ9百万円(0.6％)の減収となり

ました。

（営業利益）

当社グループの連結営業利益は、原材料単価の上昇や外注加工費の増加等があったものの、主要セグメントにお

ける増収効果等により、3,792百万円と前年同期に比べ633百万円(20.0％)の増益となりました。

電材及び管材の営業利益は、原材料単価の上昇や外注加工費の増加等があったものの増収効果等により、3,493

百万円と前年同期に比べ696百万円(24.9％)の増益となりました。

配線器具の営業利益は、原材料単価の上昇等があったものの増収効果等により、430百万円と前年同期に比べ31

百万円(7.9％)の増益となりました。

その他の営業利益は、外注加工費や人件費の増加等により、310百万円と前年同期に比べ67百万円(17.9％)の減

益となりました。

（経常利益）

当社グループの連結経常利益は、営業利益と同様の要因により3,925百万円と前年同期に比べ672百万円(20.7％)

の増益となりました。

（親会社株主に帰属する中間純利益）

親会社株主に帰属する中間純利益は、2,646百万円と前年同期に比べ450百万円(20.5％)の増益となりました。
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(2）財政状態に関する分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて2,279百万円増加し、70,976百万円となりまし

た。その主な要因は、現金及び預金が703百万円減少、受取手形、売掛金及び契約資産が750百万円増加、電子記録

債権が608百万円増加、原材料及び貯蔵品が316百万円増加、流動資産のその他が379百万円増加、投資有価証券が

485百万円増加したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて926百万円増加し、13,360百万円となりました。その主な要因は、支払手形

及び買掛金が751百万円増加、電子記録債務が541百万円減少、１年内返済予定の長期借入金が186百万円増加、未

払法人税等が246百万円増加、流動負債のその他が125百万円増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,352百万円増加し、57,615百万円となりました。その主な要因は、利益

剰余金が1,011百万円増加したことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ607

百万円減少し、19,102百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,447百万円と前年同期に比べ878百万円の減少となりました。これは主に、税金

等調整前中間純利益が3,893百万円と前年同期に比べ641百万円増加(資金増)、売上債権及び契約資産の増減額が前

年同期は109百万円の減少であったものが、当中間期は1,358百万円の増加となり、その差額1,468百万円資金減、

棚卸資産の増加額が505百万円と前年同期に比べ462百万円増加(資金減)、仕入債務の増減額が前年同期は26百万円

の減少であったものが、当中間期は210百万円の増加となり、その差額236百万円資金増したことによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,605百万円と前年同期に比べ273百万円の減少となりました。これは主に、定期

預金の預入による支出が233百万円と前年同期に比べ136百万円減少(資金増)、定期預金の払戻による収入が330百

万円と前年同期に比べ193百万円増加(資金増)、投資活動によるキャッシュ・フローのその他による支出が50百万

円と前年同期に比べ32百万円増加(資金減)したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,450百万円と前年同期に比べ98百万円の減少となりました。これは主に、短期

借入金の純増加額が80百万円と前年同期に比べ35百万円増加(資金増)、長期借入れによる収入が410百万円と前年

同期に比べ210百万円増加(資金増)、長期借入金の返済による支出が211百万円と前年同期に比べ55百万円増加(資

金減)、社債の発行による収入がなかったため前年同期に比べ194百万円減少(資金減)、配当金の支払額が1,634百

万円と前年同期に比べ86百万円減少(資金増)したことによるものであります。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(5）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は、164百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（2026年９月20日）

提出日現在発行数（株）
（2026年10月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,607,086 25,607,086

東京証券取引所

（プライム市場）

名古屋証券取引所

（プレミア市場）

単元株式数

100株

計 25,607,086 25,607,086 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2026年３月21日～

2026年９月20日
－ 25,607,086 － 7,067 － 8,736
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

未来A.K.O株式会社 岐阜県大垣市鷹匠町11番地 2,382,000 13.84

名古屋中小企業投資育成株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 1,495,000 8.68

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ESOP信託口・75647

口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
966,500 5.61

未来社員持株会 岐阜県安八郡輪之内町楡俣1695番地の１ 826,227 4.80

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
800,700 4.65

山田雅裕 岐阜県大垣市 765,569 4.44

山田智絵 岐阜県大垣市 765,000 4.44

清水陽一郎 岐阜県大垣市 706,969 4.10

大澤千緒 愛知県小牧市 652,500 3.79

岩田まりも 岐阜県瑞穂市 649,500 3.77

計 － 10,009,965 58.16

（注）１．上記のほか、自己株式が8,397,331株あります。

　　　２．持株比率は、上記自己株式を控除して計算しております。なお、上記自己株式には、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・76904口）が所有する当社株式及び日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75647口）が所有する当社株式は含めておりません。

　　　３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有している当社株式は、信託業務に係るものでありま

す。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,397,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,102,100 171,021 (注)１、２

単元未満株式 普通株式 107,686 － －

発行済株式総数  25,607,086 － －

総株主の議決権  － 171,021 －

　（注）１．上記「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、取締役に対するインセンティブ・プラン「役員報酬Ｂ

ＩＰ信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(役員報酬ＢＩＰ信託口・76904口)が

所有している当社株式56,500株及び従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」の信託財産とし

て、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75647口）が所有している当社株式

966,500株が含まれております。なお、「役員報酬ＢＩＰ信託」の議決権は行使いたしません。また、上記委

託先が所有している当社株式は、中間連結財務諸表において自己株式として表示しております。

２．上記「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が、1,100株含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

    2026年９月20日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合（％）

未来工業株式会社

岐阜県安八郡輪之

内町楡俣1695番地

の１

8,397,300 － 8,397,300 32.79

計 － 8,397,300 － 8,397,300 32.79

　（注）　　上記のほか、取締役に対するインセンティブ・プラン「役員報酬ＢＩＰ信託」の信託財産として、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社(役員報酬ＢＩＰ信託口・76904口)が所有している当社株式56,500株及び従業

員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75647口）が所有している当社株式966,500株を、中間連結財務諸表において

自己株式として表示しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年３月21日から2026年９月

20日まで）に係る中間連結財務諸表について、仰星監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月20日)

当中間連結会計期間
(2026年９月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,728 21,024

受取手形、売掛金及び契約資産 6,548 7,298

電子記録債権 5,211 5,819

商品及び製品 5,081 5,270

原材料及び貯蔵品 1,839 2,155

有価証券 1,513 1,497

その他 1,029 1,409

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 42,950 44,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,068 4,935

機械装置及び運搬具（純額） 3,752 3,868

土地 4,617 4,617

建設仮勘定 1,061 1,148

その他（純額） 1,043 1,279

有形固定資産合計 15,544 15,849

無形固定資産 340 367

投資その他の資産   

投資有価証券 2,214 2,700

繰延税金資産 708 627

退職給付に係る資産 2,511 2,509

長期預金 4,000 4,000

その他 527 547

貸倒引当金 △100 △100

投資その他の資産合計 9,862 10,284

固定資産合計 25,746 26,501

資産合計 68,697 70,976

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,592 3,344

電子記録債務 1,777 1,236

短期借入金 40 120

１年内返済予定の長期借入金 124 311

未払法人税等 1,027 1,274

災害損失引当金 － 30

その他 4,127 4,252

流動負債合計 9,688 10,569

固定負債   

長期借入金 14 26

繰延税金負債 － 76

再評価に係る繰延税金負債 62 62

株式付与引当金 1,247 1,241

役員株式付与引当金 93 112

役員退職慰労引当金 118 97

退職給付に係る負債 667 671

その他 540 501

固定負債合計 2,745 2,791

負債合計 12,434 13,360
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月20日)

当中間連結会計期間
(2026年９月20日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,067 7,067

資本剰余金 9,904 9,904

利益剰余金 56,806 57,817

自己株式 △19,769 △19,721

株主資本合計 54,008 55,067

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 965 1,297

土地再評価差額金 △602 △602

退職給付に係る調整累計額 1,078 999

その他の包括利益累計額合計 1,442 1,694

非支配株主持分 812 852

純資産合計 56,262 57,615

負債純資産合計 68,697 70,976
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月21日
　至　2025年９月20日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月21日
　至　2026年９月20日)

売上高 22,946 24,861

売上原価 14,211 15,160

売上総利益 8,734 9,700

販売費及び一般管理費   

運賃 1,200 1,283

貸倒引当金繰入額 0 0

役員報酬 156 166

給料及び手当 1,937 1,958

退職給付費用 51 38

株式付与引当金繰入額 12 11

役員株式付与引当金繰入額 18 18

役員退職慰労引当金繰入額 6 6

その他 2,192 2,423

販売費及び一般管理費合計 5,575 5,908

営業利益 3,159 3,792

営業外収益   

受取利息 12 27

受取配当金 38 47

保険事務手数料 2 2

作業くず売却益 6 25

受取手数料 12 11

その他 35 37

営業外収益合計 107 151

営業外費用   

支払利息 4 5

社債発行費 5 －

固定資産除却損 1 10

その他 3 3

営業外費用合計 14 18

経常利益 3,252 3,925

特別利益   

補助金収入 53 －

特別利益合計 53 －

特別損失   

固定資産圧縮損 53 －

災害による損失 － 31

特別損失合計 53 31

税金等調整前中間純利益 3,252 3,893

法人税、住民税及び事業税 1,010 1,175

法人税等調整額 1 31

法人税等合計 1,012 1,207

中間純利益 2,239 2,686

非支配株主に帰属する中間純利益 44 40

親会社株主に帰属する中間純利益 2,195 2,646
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月21日
　至　2025年９月20日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月21日
　至　2026年９月20日)

中間純利益 2,239 2,686

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 40 332

土地再評価差額金 △1 －

退職給付に係る調整額 △47 △79

その他の包括利益合計 △8 252

中間包括利益 2,231 2,939

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,187 2,899

非支配株主に係る中間包括利益 44 40
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月21日
　至　2025年９月20日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月21日
　至　2026年９月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,252 3,893

減価償却費 1,125 1,247

補助金収入 △53 －

固定資産圧縮損 53 －

災害による損失 － 31

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

株式付与引当金の増減額（△は減少） 14 △6

役員株式付与引当金の増減額（△は減少） 18 18

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 △20

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2 △5

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △55 △91

受取利息及び受取配当金 △51 △75

支払利息 4 5

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 109 △1,358

棚卸資産の増減額（△は増加） △43 △505

仕入債務の増減額（△は減少） △26 210

未払金の増減額（△は減少） △117 △55

未払消費税等の増減額（△は減少） △22 88

その他 91 △62

小計 4,303 3,315

利息及び配当金の受取額 50 74

利息の支払額 △4 △5

法人税等の支払額 △1,082 △935

補助金の受取額 58 －

災害による損失の支払額 － △0

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,326 2,447

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △369 △233

定期預金の払戻による収入 136 330

有形固定資産の取得による支出 △1,629 △1,653

有形固定資産の売却による収入 0 0

その他 △17 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,879 △1,605

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 45 80

長期借入れによる収入 200 410

長期借入金の返済による支出 △155 △211

社債の発行による収入 194 －

社債の償還による支出 △100 △80

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,721 △1,634

その他 △11 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,548 △1,450

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △101 △607

現金及び現金同等物の期首残高 19,474 19,710

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 19,372 ※ 19,102
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【注記事項】

（追加情報）

　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、当社従業員の帰属意識の醸成や経営参画意識を持たせ、長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や

士気の高揚を図るとともに、中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン

「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

　(1）取引の概要

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより

信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数の当社株

式を、当社から取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中の従業員の勤続年数に応じ

た当社株式を、退職時に無償で従業員に交付します。当該信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が

拠出するため、従業員の負担はありません。

　(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度1,914百万円、991千株、当中

間連結会計期間1,866百万円、966千株であります。

 

　（当社取締役に対する株式報酬制度について）

　当社は、2023年５月15日開催の取締役会及び同年６月15日開催の第58期定時株主総会の決議に基づき、当社取

締役（社外取締役、監査等委員であるもの及び国内非居住者を除きます。以下「対象取締役」といいます。）を

対象に、中長期的な業績向上と企業価値の最大化への貢献意識を高めることを目的として、当社株式を報酬とし

て交付する株式報酬制度「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。

　(1）取引の概要

　当社は、第58期定時株主総会で承認を受けた範囲内で、対象取締役に対する報酬の原資となる金銭を信託し、

対象取締役を受益者とする信託を設定します。当該信託は、拠出された金銭を原資として当社株式を当社から取

得します。なお、当該信託が取得する株式数は、第58期定時株主総会で承認を受けた範囲内となります。その

後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中の対象取締役の役位に応じた当社株式を退任時に交付しま

す。

　(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度183百万円、56千株、当中間

連結会計期間183百万円、56千株であります。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年３月21日
至 2025年９月20日）

当中間連結会計期間
（自 2026年３月21日
至 2026年９月20日）

現金及び預金勘定 21,234百万円 21,024百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,361 △3,420

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
1,499 1,497

現金及び現金同等物 19,372 19,102

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年３月21日　至　2025年９月20日）

　　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月12日

取締役会
普通株式 1,721 100 2025年３月20日 2025年５月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式に対する配当金101百万円及び役員ＢＩＰ信託口

が所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

　　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月23日

取締役会
普通株式 860 50 2025年９月20日 2025年11月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式に対する配当金49百万円及び役員ＢＩＰ信託口が

所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年３月21日　至　2026年９月20日）

　　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月11日

取締役会
普通株式 1,634 95 2026年３月20日 2026年５月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式に対する配当金94百万円及び役員ＢＩＰ信託口が

所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

　　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月23日

取締役会
普通株式 860 50 2026年９月20日 2026年11月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式に対する配当金48百万円及び役員ＢＩＰ信託口が

所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年３月21日　至　2025年９月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

電材及び
管材

配線器具 計

売上高      

外部顧客への売上高 17,559 3,875 21,435 1,511 22,946

セグメント間の内部
売上高又は振替高

123 0 124 2,520 2,644

計 17,682 3,876 21,559 4,031 25,590

セグメント利益 2,797 399 3,196 378 3,574

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、省力化機械及び樹脂成

形用金型事業、電気通信事業、ケーブルテレビ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 3,196

「その他」の区分の利益 378

セグメント間取引消去 15

全社費用（注） △389

棚卸資産の調整額 △2

有形固定資産の調整額 △39

無形固定資産の調整額 0

中間連結損益計算書の営業利益 3,159

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年３月21日　至　2026年９月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

電材及び
管材

配線器具 計

売上高      

外部顧客への売上高 19,033 4,325 23,359 1,501 24,861

セグメント間の内部
売上高又は振替高

146 0 147 2,736 2,884

計 19,180 4,326 23,506 4,238 27,745

セグメント利益 3,493 430 3,924 310 4,234

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、省力化機械及び樹脂成

形用金型事業、電気通信事業、ケーブルテレビ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 3,924

「その他」の区分の利益 310

セグメント間取引消去 22

全社費用（注） △417

棚卸資産の調整額 △4

有形固定資産の調整額 △42

無形固定資産の調整額 △0

中間連結損益計算書の営業利益 3,792

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自2025年３月21日 至2025年９月20日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）

合計
 

電材及び
管材

配線器具 計

収益の認識時期      

一時点で移転される財 17,559 3,875 21,435 562 21,997

一定の期間にわたり移転される財 － － － 949 949

顧客との契約から生じる収益 17,559 3,875 21,435 1,511 22,946

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 17,559 3,875 21,435 1,511 22,946

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、省力化機械及び樹脂成形用金型

事業、電気通信事業、ケーブルテレビ事業等を含んでおります。

 

当中間連結会計期間（自2026年３月21日 至2026年９月20日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）

合計
 

電材及び
管材

配線器具 計

収益の認識時期      

一時点で移転される財 19,033 4,325 23,359 423 23,782

一定の期間にわたり移転される財 － － － 1,078 1,078

顧客との契約から生じる収益 19,033 4,325 23,359 1,501 24,861

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 19,033 4,325 23,359 1,501 24,861

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、省力化機械及び樹脂成形用金型

事業、電気通信事業、ケーブルテレビ事業等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年３月21日
至　2025年９月20日）

当中間連結会計期間
（自　2026年３月21日
至　2026年９月20日）

　１株当たり中間純利益 135円95銭 163円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 2,195 2,646

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
2,195 2,646

普通株式の期中平均株式数（株） 16,149,260 16,172,008

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり中間純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式付与ＥＳＯＰ信託

口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

　　１株当たり中間純利益の算定上、控除した株式付与ＥＳＯＰ信託口に係る自己株式の期中平均株式数は前中

間連結会計期間1,004,483株　当中間連結会計期間981,250株、役員報酬ＢＩＰ信託口に係る自己株式の期中平

均株式数は前中間連結会計期間56,500株　当中間連結会計期間56,500株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

(1）期末配当

　2026年５月11日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,634百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・95円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・2026年５月27日

（注）2026年３月20日最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

(2）中間配当

　2026年10月23日の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・860百万円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・50円

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・2026年11月26日

（注）2026年９月20日最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

  2026年10月29日

未来工業株式会社   

取締役会　御中   

 

 仰星監査法人  

 　名古屋事務所  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　修平

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木全　泰之

 
 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている未来工業株式会

社の2026年３月21日から2027年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年３月21日から2026年９月20日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、未来工業株式会社及び連結子会社の2026年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

EDINET提出書類

未来工業株式会社(E02002)

半期報告書

21/22



・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上
 
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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